
派遣労働者等に係る
労務管理等について

兵庫労働局労働基準部監督課
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労働基準部監督課からの説明内容

• 最近の労働基準関係法令の改正について

• 派遣元が実施すべき重点事項
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※注意
R7年10月3日までは
時間額1,052円
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資金移動業者の口座への賃金支払（賃金
のデジタル払い）について

• 賃金は通貨払いが原則。
ただし労働者が同意した場合には、例外として

①銀行口座、②証券総合口座 への支払いが認められています。

• 賃金支払に関する労使の新たな選択肢として、
厚生労働大臣が指定する資金移動業者の口座への賃金支払が

可能となります。

厚生労働省HPから詳細をご確認い
ただけます
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（厚生労働省HPより）
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派遣元が実施すべき重点事項１
～労働条件の明示～

• 労働契約を締結する際（雇い入れ時）は、労働条件を明示しな
ければなりません。

• 派遣就業を開始する際は、就業条件等を明示しなければなりま
せん。

• これらの明示を併せて行っても差支えありませんが、それぞれ
明示すべき内容に漏れがないようにすることが必要です。
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派遣元が実施すべき重点事項２
～賃金控除のルール～

• 税金、社会保険料等法令に別段の定めがあるものを除き、

賃金の一部を控除して支払うためには、

労使協定（賃金控除協定）が必要です。
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主なトラブル例１
厚生労働省作成「派遣元事業者のための就業規則の作成のポイント」より

＜トラブル防止策の例＞

・労働条件通知書や就業規則に明示するのに加え、派遣元ウェブサ

イト等で解説する。
賞与、退職金、交通費等について支給し
ない／定期昇給の制度を定めない と
いった場合でも、その旨を明示すること
で、トラブル防止につながります。
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派遣元が実施すべき重点事項３
～最低賃金～

• 派遣元と派遣先、どちらの最低賃金が適用されるのか？

⇒派遣先がある都道府県の（特定）最低賃金が適用されます。
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派遣元が実施すべき重点事項４
～休業させる場合の手当～

• 使用者（派遣元）の責に帰すべき事由により派遣労働者を休業
させる場合には、派遣元が、平均賃金の６割以上を休業手当と

して支払わなければなりません。

• 労働者派遣契約が中途解除されても、

雇用期間満了まで労働契約は継続して

おり、賃金を支払う必要があります。

派遣元

派遣労働者

派遣先

労働契約
労働者
派遣契約
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＜ポイント＞次の派遣先が見つかるまでの
休業手当の支払いについて

• 常用型の派遣の場合、次の派遣先が見つかるまでの期間は

派遣元で就労する

研修を行う

といった対応のほか、これらができない場合には

自宅待機による休業を命じ、休業手当を支払うといった対応が

取られることがあります。
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厚生労働省作成「派遣元事業者のための就業規則の作成のポイント」より
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土金木水火月日

派遣元が実施すべき重点事項５
～労働時間の把握、管理～

• 複数の派遣先がある派遣労働者について、労働時間に関する法令に
違反することがないよう、累計労働時間を把握、管理してください。

８時間A派遣先

B派遣先

８時間

８時間

８時間

８時間 ８時間

６日目の金
曜日の労働
は、８×５
日＝週４０
時間を超え
るので
時間外労働
となります

（注意）
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派遣元が実施すべき重点事項６
～３６協定～

• 派遣先で時間外・休日労働を行わせる場合は、派遣元で時間

外・休日労働に関する協定（３６協定）を締結し、届け出るこ

とが必要です。

• 派遣先が３６協定の範囲を超えて時間外労働等を行わせること

がないように、情報提供等を行いましょう。
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派遣元が実施すべき重点事項７
～割増賃金の適正な支払い～

• 派遣先での労働時間を派遣先や派遣労働者から確認する体制を

整えてください。⇒時間外労働時間等の適正な把握

• 派遣就業時間以外の労働時間（点呼、研修時間等）がある場合

は、これら労働時間に応じて適正に賃金・割増賃金を支払って

ください。
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派遣元が実施すべき重点事項８
～年次有給休暇の付与～

• 派遣元は、派遣労働者に法定の年次有給休暇を与えなければなりません。

• 時季変更権について

派遣元の事業の正常な運営を妨げる場合には行使できますが、

派遣先の事情は、直ちには時季変更権を行使する理由とはなりません。

派遣先の事情によって年次有給休暇の取得が抑制されることのないよう
にしてください。 代替労働者

の派遣
派遣先と業
務量を調整
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主なトラブル例２
厚生労働省作成「派遣元事業者のための就業規則の作成のポイント」より

＜トラブル防止策＞

・就業規則やウェブサイト等に、年次有給休暇の届出先や届出手順な

どについて記載する。

・労働条件通知書等に、派遣元責任者、派遣先責任者が誰かを具体的

に記載し、派遣労働者に知らせる。 22
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派遣元が実施すべき重点事項９
～就業規則の作成～

• 派遣労働者とそれ以外の労働者を合わせて常時１０人以上の労働者

を使用する派遣元は、派遣労働者にも適用される就業規則を作成す

る必要があります。

• 作成方法は、以下のいずれの方法でも差し支えありません。

①派遣労働者と内勤労働者に共通の就業規則

②派遣労働者専用と内勤労働者用それぞれの就業規則
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その他注意すべき事項
～過半数代表の選出～

• ３６協定の締結時など、労働者の過半数を代表する者を選出す

る場合は、次により適正に行われる必要があります。
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その他注意すべき事項
～労使協定等の周知～

• 就業規則や賃金控除協定、３６協定などの労使協定の内容等は、労働者に
周知しなければなりません。

• 周知は下記のいずれかの方法で行うことが必要です。

①作業場の見やすい場所への掲示・備え付け

②書面の交付

③電子データで記録し、作業場にそのデータを確認できるパソコン等を設置

①、③は原則として派遣先で
行うこととなるため、これが
できない場合は②の方法によ
り周知する必要があります。

（注意）
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主なトラブル例３
厚生労働省作成「派遣元事業者のための就業規則の作成のポイント」より

＜トラブル防止策＞

・周知を適切に行う。

・派遣労働者に、Eメール等で過半数代表の候補者を知らせた上
で、Eメール等で信任投票を行う。

過半数代表の選出について、派遣労働
者が一堂に会することは中々無いため、
投票や挙手は難しいといえます。

（注意）
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まとめ

・重点事項１（労働条件の明示）
２（賃金控除のルール）
３（最低賃金）
４（休業させる場合の手当）
５（労働時間の把握、管理）
６（３６協定の締結、届出）
７（割増賃金の適正な支払い）
８（年次有給休暇の付与）
９（就業規則）

・原則として労働契約を締結する派遣元が労働基準法等の責任を負うことを

踏まえ、派遣先と相互に連携を取りながら、労働条件の枠組みを確保し、労

働条件の確保を図ることが重要です。 28



引用元

• 「派遣元事業者のための就業規則の作成のポイント」
（H30.３ 厚生労働省）

• 派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保のために
～派遣元・派遣先の責任区分の十分な理解と相互の連携を～

（R3.10 厚生労働省）
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ご清聴ありがとうございました。

兵庫労働局労働基準部監督課
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